
所得拡大促進税制 
ご利用ガイドブック 

ざっくり言うと・・・ 

 
社員の給与をアップすると、 
法人税の控除を受けられるかも！ 

正確に言うと・・・ 

 
雇用者給与等支給総額を、 
一定の要件で増加させた場合、 
法人税から税額控除できます。 

ざっくり君 

せいかく君 

～平成29年度税制改正版～ 

詳細はQ＆A集をご覧下さい 
（所得拡大促進税制 Q＆Aで検索） 
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所得拡大促進税制の概要 

所得拡大促進税制とは 

 青色申告書を提出している法人(又は個人事業主)が、下記①～③の全
ての要件を満たした場合、雇用者給与等支給増加額の一定割合を法人税
額(又は所得税額)から控除(税額の１0％(中小企業者等は20％)が上限)
できる制度です。 
 

【要件①～③】 

【ポイント２】毎年活用のチャンスがあります 
・平成30年３月末までに開始する事業年度まで継続する制度ですので、  
 今年度利用ができなくても、来年度は利用ができる可能性があります。  
 
・制度利用に際して、事前申請は必要ありません。 
 確定申告の際、申告書に明細書を添付してください。   

制度利用のポイント 

【ポイント１】いろんな方にお使い頂けます 

 ・青色申告をされている個人事業主から大企業まで 
  ご活用いただけます。また、業種による制限もございません。 

①雇用者給与等支給増加額の基準雇用者給与等支給額に対す
る割合が増加促進割合以上になっていること(詳しくはＰ.３
参照) 

②雇用者給与等支給額が比較雇用者給与等支給額以上である
こと(詳しくはP４.参照) 

③平均給与等支給額が比較平均給与等支給額を超えること 
 (詳しくはP.５参照) 



要件①：雇用者給与等支給増加額の基準雇用者給与等支給     
      額に対する割合が増加促進割合以上になっていること 
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（ざっくり言うと） 
平成２４年度の給与総額と比べて、適用年度
の給与総額が一定割合以上増えていること。 

＜雇用者給与等支給増加額＞とは？ 
 適用年度の雇用者給与等支給額から基準雇用者給与等支
給額を引いた金額です。 
 例：3月締めの会社の場合 
→適用事業年度の雇用者給与等支給額から基準事業年度
（平成24年4月から平成25年3月までの事業年度）の 
雇用者給与等支給額を引いた金額です。 

＜事業年度の考え方＞ 

＜増加促進割合とは＞ 

給
与
総
支
給
額 

給
与
総
支
給
額 
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要件②：雇用者給与等支給額が比較雇用者給与等支給額以   
     上であること 
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（ざっくり言うと） 
給与総額が、前年を上まわっていること。 

 国内雇用者に対して支給する俸給、給料、賃金、歳費及び
賞与並びにこれらの性質を有する給与の額で、当該適用事業
年度において損金算入される金額をいいます。ただし、役員
の特殊関係者や使用人兼務役員に対して支給する給与や退職
手当ては除かれます。 
◆給与等に含まれるものの例： 
 賃金、勤勉手当、残業手当など給与所得とされるもの 
◆給与等に含まれないものの例： 
 退職手当など給与所得とされないもの 

＜雇用者給与等支給額＞とは？ 

給与等 
支給額 
の総額 

給
与
総
支
給
額 

前年度 適用年度 

１円でも 
増加すれば 
ＯＫ 

コラム：要件①を満たす場合、自動的に要件②も満たすよう
に思われるが？ 

要件①は、適用年度の雇用者給与等支給額と
基準年度とを比較。 
要件②は、適用年度の雇用者給与等支給額と
前年度とを比較するところが違い。 
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要件③：平均給与等支給額が比較平均給与等支給額を超え   
      ること 

5 

（ざっくり言うと） 
一人あたりの平均給与が、前年比を上まわって
いること。（大企業は前年比２％以上） 

＜継続雇用者＞とは？ 
（ざっくり言うと） 
継続雇用者とは、前事業年度、適用年度でそれぞれ1回以上
給与等の支給がある国内雇用者のこと。適用年度の新入社員
や前事業年度中の退職者は原則継続雇用者には含まれない。 
 

平
均
給
与
等
支
給
額 

平
均
給
与
等
支
給
額 

大企業 

中小企業 
継続雇用者給与等 

総支給額 
(適用年度) 

継続雇用者数 
(適用年度) 

継続雇用者数 
(前事業年度) 

継続雇用者給与等 
総支給額 

(前事業年度) 

継続雇用者数 
(前事業年度) 

継続雇用者数 
(適用年度) 

継続雇用者給与等 
総支給額 

(前事業年度) 

継続雇用者給与等 
総支給額 

(適用年度) 
2％以上増 

要件③で、継続雇用者給与等支給額の計算の対象となるの
は、適用年度の継続雇用者に対する給与等であり、そのう
ち一般被保険者としての給与等の部分。 

＜平均給与等支給額＞ 

＜平均給与等支給額＞ 

＜比較平均給与等支給額＞ 

＜比較平均給与等支給額＞ 
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こんなケース① 
事業年度によって月数が異なる場合 

 「基準事業年度」と「適用年度」の月数が異なる場
合、基準雇用者給与等支給額を下記の計算で、「適用
年度」に合わせる形で計算します。  

基準事業年度の国
内雇用者に対する
給与等の支給額 

× 
適用年度の月数

基準事業年度の月数 ＝ 基準雇用者 
給与等支給額 

(例)基準事業年度において決算月を変更した場合 

(例)適用年度において決算月を変更した場合 

(例)前事業年度において決算月を変更した場合 

適用年度 
（6ヶ月） 

基準事業年度 
（12ヶ月） 

600万円 適用年度が
変則決算 

× ６ヶ月１２ヶ月 ＝ 
基準雇用者給
与等支給額 

500万円 

500万円 

基準雇用者 
給与等支給額 

600万円 

雇用者 
給与等支給額 

増加促進割合以上 

５00 
万円 

増加促進割合以上支給額が増加し
ていれば要件①を満たします。 

1,000万円 

基準事業年度の
国内雇用者に対
する給与等の支
給額 

1,000万円 

適用年度 
（12ヶ月） 

前事業年度 
（8ヶ月） 

700万円 

× 
１２ヶ月
８ヶ月  ＝ 

基準雇用者
給与等 
支給額 

400
万円 

前事業年度
が変則決算 

600
万円 

700
万円 

基準事業年度 
(12ヶ月) 

雇用者給与等支給額が比較
雇用者給与等支給額以上で
あれば、要件②を満たしま
す 

600万円 

前事業年度の国内雇
用者に対する給与等
の支給額 

400万円 

比較雇用者 
給与等支給額 

600万円 

比較雇用者 
給与等支給額 

雇用者 
給与等支給額 

適用年度 
（12ヶ月） 

基準事業年度 
（7ヶ月） 

× １２ヶ月７ヶ月  ＝ 
基準雇用者給
与等支給額 

1200万円 

1200万円 

基準雇用者 
給与等支給額 

1300万円 

雇用者 
給与等支給額 

増加促進割合以上 

増加促進割合以上支給額が増加し
ていれば要件①を満たします。 

適用年度
の月数に
合わせる 

1300万円 

基準事業年度
の国内雇用者
に対する給与
等の支給額 

700万円 

 
 

基準事業
年度が変
則決算 

700万円 
 

1200万円 

適用年度
の月数に
合わせる 



こんなケース② 
基準事業年度に給与等の支給がない場合 
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 平成25年4月1日より前に事業を開始していたが、基
準事業年度に国内雇用者がいなかった等の理由で、基準
雇用者給与等支給額が0円となる場合は、計算上、基準
雇用者給与等支給額を1円とします。              

(例)適用年度ではじめて役員以外の従業員(国内雇用者)を雇った場合 

適用年度 基準事業年度 

０円 

600万円 

計算上、１円とする 

前事業年度 

要 
件 
② 

要
件
① 

０円 

(例)前事業年度ではじめて役員以外の従業員(国内雇用者)を雇った場合 

適用年度 基準事業年度 

０円 

600万円 500万円 

計算上、１円とする 

前事業年度 

要件② 
要件① 

 平成２５年４月１日より前に法人を設立していたも
のの、基準事業年度において事業を営んでいなかった
場合は、平成２５年４月１日以後に開始する最も古い
事業年度の給与等支給額の０.７に相当する金額が基準
雇用者給与等支給額となります。 
                  

(例)事業開始１年目の場合 

基準雇用者 
給与等支給額 

要件① 

1,000万円  
 

700万円 

適用年度 
（事業を開始した年度） 

×０.７ 

要件②：ＯＫ 

基準事業年度 

要件①：ＯＫ 

要件② 



こんなケース③ 
新規設立により、基準事業年度がない場合 
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平成25年4月1日以後に会社を新規設立していて、基準事業年度
が存在しない場合は、同日以後に開始する最も古い事業年度の
給与等支給額の0.7に相当する金額が基準雇用者等給与等支給額
となります。 
         

(例)設立１年目の場合 

基準雇用者 
給与等支給額 

700万円 

要件① 
1,000万円 

適用年度 
（事業を開始した年度） 

×0.7 

要件② 

基準事業年度、
前事業年度 

(例)設立２年目（１年目は役員のみ）の場合 

1,000万円 

適用年度 
（給与等の支給を 
  開始した年

度） 

基準事業年度 前事業年度 
（事業を開始した年度） 

0円 

×0.7 

基準雇用者 
給与等支給額 

700万円 

要件① 

要件② 

(例)設立２年目（１年目から給与等の支給あり）の場合 

1,000万円 基準雇用者給
与等支給額
350万円 

適用年度 基準事業年度 前事業年度 
（事業を開始し、かつ給与等の 

支給を開始した年度） 

×0.7 

要件① 
要件② 

500万円 

要件①：ＯＫ 

要件①：ＯＫ 

要件②：ＯＫ 

要件②：ＯＫ 
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よくあるご質問について  

 
Q１,要件③における、計算の仕方について 
 
 
・継続雇用者とは 
 継続雇用者とは、前事業年度、適用年度でそれぞれ1回以上給与等の
支給がある国内雇用者のことを言います。要件③で、継続雇用者給与
等支給額の計算の対象となるのは、適用年度の継続雇用者に対する給
与等であり、そのうち一般被保険者としての給与等の部分になり 
ます。また、高年齢者雇用安定法に基づく継続雇用制度対象者に係る
金額は除きます。 
 
 
・継続雇用者給与等支給額とは 
 継続雇用者給与等支給額又は継続雇用者比較給与等支給額の計算は、 
１．両年度でそれぞれ一回以上給与等の支給がある「継続雇用者」に  
  対象を絞り、 
２．そのうち、一般被保険者としての給与等について合計することと 
  なっています。 
３．さらに、継続雇用者であっても、適用年度において一般被保険者 
  として給与等   
 の支給を受けていない者に係る金額は除かれます。 
 
 
・６５歳以上の方について 
 65歳以上の方は「高年齢被保険者」となり一般被保険者ではなくな
るため、65歳以降の給与等は計算から除きます。 
 適用年度で65歳になった場合、「高年齢被保険者」として支給され
た給与等は計算から除きます。また、前年度中に65歳定年退職に 
なった場合は、前事業年度の一般被保険者の分も含めて計算から除き
ます。 
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よくあるご質問について  

 
Q,２国内雇用者とは 
 
 
 国内雇用者とは、法人又は個人事業主の使用人のうち法人又は個人
事業主の有する国内の事業所に勤務する雇用者(当該法人又は個人事業
主の国内に所在する事業所につき作成された賃金台帳に記載された者)
をいい、雇用保険一般被保険者でない者も含みます。ただし、当該法
人の役員（法人税法第2条第15号に規定する役員をいいます）の特殊
関係者や使用人兼務役員は、使用人から除かれています。なお、役員
の特殊関係者とは、次の者をいいます。 
 
① 役員の親族 
② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ  
    る者 
③ 上記①、②以外の者で役員から生計の支援を受けているもの 
④ 上記②、③の者と生計を一にするこれらの者の親族 
 
 
 
Q,３給与等支給額から控除する必要のある、他の者から支払いを受け  
 た金額にはどのようなものがあるか。 
 
 給与等支給額から控除する「他の者（当該法人との間に連結完全支配
関係がある他の連結法人を含む。）から支払いを受けた金額」には、
例えば、次に掲げる金額が含まれます。 
 
（１）雇用保険法施行規則第 110 条に規定する特定求職者雇用開発  
   助成金（特定就職困難者雇用コース）など、労働者の雇入れ人 
   数に応じて国等から支給を受けた助成金の額 
 
（２）法人の使用人が他の法人に出向した場合において、その出向し 
   た使用人（以下「出向者」という。）に対する給与を出向元法 
   人（出向者を出向させている法人をいう。以下同じ。）が支給 
   することとしているときに、出向元法人が出向先法人（出向元 
   法人から出向者の出向を受けている法人をいう。以下同じ。） 
   から支払を受けた出向先法人の負担すべき給与に相当する金額。 
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ホームページ・お問い合わせ先 

12 12 
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